
【表紙】  

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 東海財務局長

【提出日】 平成28年２月12日

【四半期会計期間】 第163期第３四半期(自 平成27年10月１日 至 平成27年12月31日)

【会社名】 天龍製鋸株式会社

【英訳名】 Tenryu Saw Mfg. Co., Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　西　藤　晋　吉

【本店の所在の場所】 静岡県袋井市浅羽3711番地

【電話番号】 0538-23-6111(代表)

【事務連絡者氏名】 総務部長　堀　内　敏　晴

【最寄りの連絡場所】 静岡県袋井市浅羽3711番地

【電話番号】 0538-23-6111(代表)

【事務連絡者氏名】 総務部長　堀　内　敏　晴

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

(東京都中央区日本橋兜町２番１号)
 

 

EDINET提出書類

天龍製鋸株式会社(E01426)

四半期報告書

 1/18



第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第162期

第３四半期
連結累計期間

第163期
第３四半期
連結累計期間

第162期

会計期間
自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日

自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日

自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日

売上高 (千円) 7,269,059 7,655,773 10,026,228

経常利益 (千円) 1,350,606 968,965 1,656,455

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 857,077 649,855 1,005,463

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 1,049,312 546,368 2,008,912

純資産額 (千円) 23,055,875 24,065,786 23,845,369

総資産額 (千円) 25,863,341 26,430,364 26,954,702

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 181.20 139.61 213.12

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 89.1 91.1 88.5
 

 

回次
第162期

第３四半期
連結会計期間

第163期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成26年10月１日
至　平成26年12月31日

自　平成27年10月１日
至　平成27年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 68.03 49.47
 

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

４　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社において営まれている事業の内容について、重要な

変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 
２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 
３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間における世界経済は、米国では雇用環境の改善や個人消費の拡大などを背景に順調に

回復しており、欧州でも全体として緩やかな景気回復が続いております。一方、中国や新興国においては、過剰設

備問題や資本流出懸念で景気の減速感が強まっております。

　わが国経済は、企業収益や雇用・所得環境の改善などにより緩やかな回復が続いておりますが、新興国経済減速

の影響が先行きの不透明感を醸成しております。

　当社グループにおいては、国内市場は横這いでしたが、海外市場での販売強化及び円安効果などにより、当第３

四半期連結累計期間における売上高は7,655百万円（前年同四半期比5.3％増）となりました。利益面では、設備投

資増加による減価償却費負担増などにより、営業利益872百万円（前年同四半期比18.0％減）、経常利益は968百万

円（前年同四半期比28.3％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益649百万円（前年同四半期比24.2％減）となり

ました。

セグメントの業績は次のとおりです。　

① 日本

住宅資材用チップソーは堅調に推移したものの金属用チップソーが低迷したため、売上高は6,532百万円（前年

同四半期比2.6％増）となりました。セグメント利益（営業利益）は、676百万円（前年同四半期比16.2％減）と

なりました。

② アジア

金属用チップソー・住宅資材用チップソーともに好調に推移し、売上高は3,052百万円（前年同四半期比15.0％

増）、セグメント利益（営業利益）は67百万円（前年同四半期比6.1％増）となりました。

③ アメリカ

住宅資材用チップソーが好調に推移し、売上高は1,182百万円（前年同四半期比12.7％増）となりましたが、諸

経費の増加によりセグメント利益（営業利益）は164百万円（前年同四半期比1.9％減）となりました。

④ ヨーロッパ

金属用チップソーが好調に推移し、売上高は474百万円（前年同四半期比22.0％増）、セグメント利益（営業利

益）は48百万円（前年同四半期比21.5％増）となりました。
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(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基本方針を定めており、その内容等（会

社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

 

株式会社の支配に関する基本方針

①　基本方針の内容の概要

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の財務及び事業の内容や当社の企業価値の源

泉を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向上していくことを可

能とする者である必要があると考えています。

　当社は、当社の支配権の移転を伴う買収提案についての判断は、最終的には当社の株主全体の意思に基づいて

行われるべきものと考えております。また、当社は、当社株式の大量買付であっても、当社の企業価値ひいては

株主共同の利益に資するものであれば、これを否定するものではありません。

　しかし、株式の大量買付の中には、その目的等から見て企業価値や株主共同の利益に対する明白な侵害をもた

らすもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの等、対象会社の企業価値・株主共同の利益に資

さないものも少なくありません。

　特に、当社株式の大量買付を行う者が、当社の財務及び事業の内容を理解するのは勿論のこと、当社の企業価

値の源泉を理解した上で、これらを中長期的に確保し、向上させられるのでなければ、当社の企業価値ひいては

株主共同の利益は毀損されることになります。また、外部者である買収者からの大量買付の提案を受けた際に、

株主の皆様が最善の選択を行うためには、当社の企業価値を構成する有形無形の要素を適切に把握するととも

に、買収者の属性、大量買付の目的、買収者の当社の事業や経営についての意向、既存株主との利益相反を回避

する方法、従業員その他のステークホルダーに対する対応方針等の買収者の情報も把握した上で、買付が当社の

企業価値や株主共同の利益に及ぼす影響を判断する必要があり、かかる情報が明らかにされないまま大量買付が

強行される場合には、当社の企業価値・株主共同の利益が毀損される可能性があります。

　当社は、このような当社の企業価値・株主共同の利益に資さない大量買付を行う者は、当社の財務及び事業の

方針の決定を支配する者として不適切であり、このような者による大量買付に対しては、必要かつ相当な対抗措

置を採ることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保する必要があると考えます。

②　基本方針の実現に資する特別な取組みの内容の概要

当社は企業価値の最大化を実現するため、海外への販売を強化するための取り組みを行っております。中国及

びアメリカに加え、ヨーロッパ、タイ、インド等へ事業展開を行っております。

　世界中のお客様より信頼され期待される品質の維持・向上を目指しており、高性能鋸製造機械や表面処理用新

型設備の導入などを行っております。今後も最新の鋸製造設備の導入や生産システムの構築に投資してまいりま

す。

　当社は、これらの取組みを基礎とし、鋸・刃物のパイオニアとして先進技術の開発を進めると同時に、海外生

産拠点として従来の中国に加え、タイに新工場を建設し、顧客ニーズに対応する生産能力、国際競争力の強化を

目指してまいります。新興国市場に向けたエリア別・用途別・価格別・寸法別等に体系化された戦略的製品の開

発を行い、営業力の強化に取り組んでまいります。

　また、グループ会社間の連携による効率的な生産体制の構築、物流効率化による配送コスト削減、原材料の最

適化などコスト低減と更なる経費節減に取り組み、安定した収益確保を目指してまいります。

　当社はこれらに加えて、Ｍ＆Ａや業務・資本提携も視野に入れつつ、さらに企業価値を向上させる諸施策を実

施してまいります。
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   さらに、当社は、継続的な企業価値の向上を実現していくためにコーポレート・ガバナンスを経営上の最重要

事項の一つとして認識しており、強固なコーポレート・ガバナンスの構築により企業の効率性・透明性を充実さ

せ、株主をはじめとするステークホルダーに対する公正な経営を目指し、独立性のある社外取締役を選任して透

明性のある経営を実現するとともに、独立性のある社外監査役2名を含む監査役会が取締役の業務執行を監視し、

経営監視機能を高めております。

③ 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取

組み（本プラン）の内容の概要

(a)本プランの目的

本プランは、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切な者によって当社の財務及び事業の

方針の決定が支配されることを防止し、当社の企業価値・株主共同の利益に反する大量買付を抑止するととも

に、大量買付が行われる際に、当社取締役会が株主の皆様に代替案を提案したり、あるいは株主の皆様がかかる

大量買付に応じるべきか否かを判断するために必要な情報や時間を確保すること、株主の皆様のために交渉を行

うこと等を可能とすることを目的としております。

(b)本プランの概要

本プランは、当社株券等の20％以上を取得しようとする者が現れた際に、買収者に事前の情報提供を求めるな

ど、上記の目的を実現するために必要な手続を定めております。買収者は、本プランに係る手続に従い、当社取

締役会において本プランを発動しない旨が決定された場合に、当該決定時以降に限り当社株券等の大量買付を行

うことができるものとされています。

　当社は、本プランにおける対抗措置の発動の判断について、取締役の恣意的判断を排するため、当社経営陣か

ら独立した当社社外取締役等のみから構成される独立委員会の客観的な判断を経るものとしております。

　買収者は、買付等の開始又は実行に先立ち、買付等の内容の検討に必要な所定の情報を提供するものとされ、

また、独立委員会は、当社取締役会に対しても、買収者の買付等の内容に対する意見や代替案等の情報を提供す

るよう要求することができます。

　独立委員会は、買収者が本プランに規定する手続を遵守しなかった場合、当該買付等が当社の企業価値ひいて

は株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすおそれのある買収である場合などで、かつ新株予約権の無償割

当てを実施することが相当であると判断した場合には、当社取締役会に対して、対抗措置として、買収者等によ

る権利行使は原則として認められないとの行使条件及び当社が買収者等以外の者から当社株式と引換えに新株予

約権を取得できる旨の取得条項が付された新株予約権を、その時点の当社を除く全ての株主に対して新株予約権

無償割当ての方法により割り当てるべきことを勧告します。当社取締役会は、独立委員会の勧告を最大限尊重し

て、新株予約権の無償割当ての実施又は不実施等に関する決議を行います。また、当社取締役会は、これに加え

て、本プラン所定の場合には、株主総会を招集し、新株予約権の無償割当ての実施等に関する株主の意思を確認

することがあります。

　本プランに従って新株予約権の無償割当てがなされ、その行使又は当社による取得に伴って買収者以外の株主

の皆様に当社株式が交付された場合には、買収者の有する当社の議決権割合は、最大50％まで希釈化される可能

性があります。

　本プランの有効期間は、原則として、平成25年6月27日開催の当社第160期事業年度に係る定時株主総会終結後3

年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会終結の時までとなっております。
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④ 具体的取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

当社の国際的な競争力を強化するための取組み及びコーポレートガバナンスの強化等の各施策は、当社の企業

価値・株主共同の利益を継続的かつ持続的に向上させるための具体的方策として策定されたものであり、まさに

当社の基本方針に沿うものです。

　また、本プランは、当社株券等に対する買付等が行われた際に、当社の企業価値・株主共同の利益を確保する

ことを目的として導入されるものであり、当社の基本方針に沿うものです。特に、本プランについては、「企業

価値・株主共同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則の要件を完全に充足し

ていること、当社第160期事業年度に係る定時株主総会において株主の皆様の承認を得ていること、一定の場合に

本プランの発動の是非について株主意思確認総会において株主意思を確認することとしていること、及び株主総

会決議によりいつでも本プランを廃止できるとされていること等株主意思を重視するものであること、独立性を

有する社外取締役等のみによって構成される独立委員会が設置され、本プランの発動に際しては必ず独立委員会

の判断を経ることが必要とされていること、独立委員会は当社の費用で第三者専門家等の助言を受けることがで

きるとされていること等により、その公正性・客観性が担保されており、企業価値ひいては株主共同の利益に資

するものであって、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではありません。

 

(注)当社は、平成22年5月21日開催の当社取締役会及び同年6月29日開催の当社第157期事業年度に係る定時株主総会

の決議に基づき更新した当社株式の大量取得行為に関する対応策の有効期間が平成25年6月27日開催の当社第

160期事業年度に係る定時株主総会終結の時までとされていたことから、平成25年6月11日開催の当社取締役会

及び平成25年6月27日開催の当社第160期事業年度に係る定時株主総会の決議に基づき、旧プランを更新してお

ります。上記は、更新後のプランの内容の概要並びに具体的取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

を記載しております。

 

(3) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は62百万円であります。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 22,295,268

計 22,295,268
 

 

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成27年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成28年２月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 5,573,817 5,573,817
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数は100株
であります。

計 5,573,817 5,573,817 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成27年10月１日～
平成27年12月31日

― 5,573,817 ― 581,335 ― 552,747
 

 

(6) 【大株主の状況】

　　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成27年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

① 【発行済株式】

   平成27年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式  919,100

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 4,642,900 46,429 ―

単元未満株式 普通株式　 11,817 ― ―

発行済株式総数 5,573,817 ― ―

総株主の議決権 ― 46,429 ―
 

 

② 【自己株式等】

  平成27年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
天龍製鋸株式会社

静岡県袋井市浅羽
3711番地

919,100 ― 919,100 16.49

計 ― 919,100 ― 919,100 16.49
 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

  役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役
(管理部長)

取締役
(アジア担当)

鈴　木　達　志 平成27年７月１日
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成27年10月１日から平成

27年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年12月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表について、ときわ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 4,824,655 3,898,621

  受取手形及び売掛金 2,523,230 ※  2,510,794

  有価証券 901,041 1,700,148

  商品及び製品 1,814,023 2,102,812

  仕掛品 569,064 463,249

  原材料及び貯蔵品 1,018,550 995,987

  その他 496,036 483,787

  貸倒引当金 △4,038 △4,563

  流動資産合計 12,142,563 12,150,837

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 1,502,998 1,480,942

   機械装置及び運搬具（純額） 2,558,214 2,657,117

   土地 2,292,237 2,482,038

   その他（純額） 373,938 486,000

   有形固定資産合計 6,727,389 7,106,098

  無形固定資産 17,911 72,541

  投資その他の資産   

   投資有価証券 7,511,696 6,532,705

   その他 571,655 586,255

   貸倒引当金 △16,514 △18,075

   投資その他の資産合計 8,066,837 7,100,885

  固定資産合計 14,812,138 14,279,526

 資産合計 26,954,702 26,430,364
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 676,218 335,309

  未払法人税等 249,967 29,000

  賞与引当金 225,451 88,465

  その他 586,480 526,874

  流動負債合計 1,738,118 979,650

 固定負債   

  繰延税金負債 1,102,901 1,156,416

  退職給付に係る負債 210,087 182,180

  その他 58,224 46,330

  固定負債合計 1,371,214 1,384,927

 負債合計 3,109,332 2,364,577

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 581,335 581,335

  資本剰余金 552,747 552,747

  利益剰余金 21,506,858 21,830,882

  自己株式 △1,899,241 △1,899,362

  株主資本合計 20,741,698 21,065,601

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 1,589,402 1,691,279

  繰延ヘッジ損益 234 △7,046

  為替換算調整勘定 1,455,123 1,273,341

  退職給付に係る調整累計額 58,910 42,610

  その他の包括利益累計額合計 3,103,671 3,000,184

 純資産合計 23,845,369 24,065,786

負債純資産合計 26,954,702 26,430,364
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

売上高 7,269,059 7,655,773

売上原価 4,456,089 4,934,330

売上総利益 2,812,970 2,721,442

販売費及び一般管理費 1,749,320 1,849,324

営業利益 1,063,650 872,118

営業外収益   

 受取利息 16,207 22,139

 受取配当金 79,114 90,570

 為替差益 174,042 ―

 その他 20,425 10,554

 営業外収益合計 289,790 123,264

営業外費用   

 支払利息 1,444 1,468

 為替差損 ― 24,756

 リース解約損 657 76

 その他 732 115

 営業外費用合計 2,834 26,417

経常利益 1,350,606 968,965

特別利益   

 固定資産売却益 1,612 60

 特別利益合計 1,612 60

特別損失   

 固定資産除却損 4,020 3,368

 特別損失合計 4,020 3,368

税金等調整前四半期純利益 1,348,199 965,657

法人税、住民税及び事業税 400,133 260,701

法人税等調整額 90,988 55,100

法人税等合計 491,121 315,801

四半期純利益 857,077 649,855

非支配株主に帰属する四半期純利益 ― ―

親会社株主に帰属する四半期純利益 857,077 649,855
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

四半期純利益 857,077 649,855

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 35,189 101,877

 繰延ヘッジ損益 △2,106 △7,281

 為替換算調整勘定 169,933 △181,782

 退職給付に係る調整額 △10,782 △16,300

 その他の包括利益合計 192,234 △103,486

四半期包括利益 1,049,312 546,368

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 1,049,312 546,368

 非支配株主に係る四半期包括利益 ― ―
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日)

（会計方針の変更）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　

平成25年９月13日）等を、第１四半期連結会計期間から適用し、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分

から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第３四半期連結累

計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。
 

 

(四半期連結貸借対照表関係)

※　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。なお、

当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が、四半

期連結会計期間末残高に含まれております。

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

受取手形 　　　　　　― 53,276千円
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日)

減価償却費 374,656千円 475,692千円
 

 

(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日
定時株主総会

普通株式 486,047 102.00 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金
 

　（注）1株当たり配当額には記念配当55円が含まれております。

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

当第３四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日
定時株主総会

普通株式 325,831 70.00 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金
 

 
２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

天龍製鋸株式会社(E01426)

四半期報告書

14/18



 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：千円)

 

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結損
益計算書計上
額(注)２日本 アジア アメリカ ヨーロッパ 計

売上高        

  外部顧客への売上高 4,993,127 877,487 1,045,805 352,639 7,269,059 ― 7,269,059

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

1,373,164 1,777,374 3,698 36,748 3,190,985 △3,190,985 ―

計 6,366,292 2,654,861 1,049,504 389,387 10,460,045 △3,190,985 7,269,059

セグメント利益 806,541 63,945 167,553 39,609 1,077,649 △13,998 1,063,650
 

(注) １　セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去であります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：千円)

 

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結損
益計算書計上
額(注)２日本 アジア アメリカ ヨーロッパ 計

売上高        

  外部顧客への売上高 5,108,254 945,310 1,180,401 421,806 7,655,773 ― 7,655,773

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

1,423,846 2,107,602 1,882 53,158 3,586,489 △3,586,489 ―

計 6,532,100 3,052,913 1,182,283 474,964 11,242,262 △3,586,489 7,655,773

セグメント利益 676,053 67,875 164,314 48,136 956,379 △84,260 872,118
 

(注) １　セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去であります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日)

　 １株当たり四半期純利益金額 181円20銭  139円61銭

    (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 857,077 649,855

   普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

   普通株式に係る親会社株主に帰属する
   四半期純利益金額(千円)

857,077 649,855

    普通株式の期中平均株式数(株) 4,730,104 4,654,711
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成28年２月10日

天龍製鋸株式会社

取締役会  御中

 

ときわ監査法人
 

 

代表社員

業務執行社員
 公認会計士   岩　　田　　礼　　司   印

 

 

代表社員

業務執行社員
 公認会計士   鈴　　木　　啓　　市   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている天龍製鋸株式会

社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成27年10月１日から平成

27年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、天龍製鋸株式会社及び連結子会社の平成27年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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